
 

【表紙】  

【提出書類】 有価証券報告書の訂正報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の２第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年９月17日

【事業年度】 第124期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

【会社名】 日本ヒューム株式会社

【英訳名】 NIPPON HUME CORPORATION

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　高　尾　 重　道

【本店の所在の場所】 東京都港区新橋五丁目33番11号

【電話番号】 東京（03）3433-4111（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長　中 屋  巳子雄

【最寄りの連絡場所】 東京都港区新橋五丁目33番11号

【電話番号】 東京（03）3433-4111（代表）

【事務連絡者氏名】 取締役経理部長　中 屋  巳子雄

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

 　（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

日本ヒューム株式会社(E01157)

訂正有価証券報告書

1/3



１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成19年６月29日に提出いたしました第124期（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）有

価証券報告書の記載事項の一部に記載漏れがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の

訂正報告書を提出するものであります。

 

２ 【訂正事項】

　　第一部　企業情報

　　　第４　提出会社の状況

　　　　６　コーポレート・ガバナンスの状況

 

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。

 

　　第一部　【企業情報】

 

　　　第４　【提出会社の状況】

 

　　　　６　【コーポレート・ガバナンスの状況】

 

（訂正前）

　　　　（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

　　　　　①　会社の機関の基本説明

取締役会は、毎月１回の定例取締役会と随時に行う臨時取締役会を監査役も出席のう

え開催し、「決議事項」「承認事項」の審議決定を行うとともに、業務執行状況の監督を

実施しております。

常務会は、経営に関する全般的方針及び重要事項を協議する機関として設置されてお

ります。

各部門には取締役または部署長が責任者として就任しており、各自が迅速に責任ある

判断ができるように権限委譲を行っております。

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償

責任の限度額は、社外取締役は10百万円または法令が定める額のいずれか高い額、社外監

査役は５百万円または法令が定める額のいずれか高い額としております。なお、当該責任

限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂

行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　　　　　　　また、当社は、監査役制度を採用しております。

　　　　　　　なお、当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。

 

②～⑥　<省略>
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（訂正後）

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等

①　会社の機関の基本説明

取締役会は、毎月１回の定例取締役会と随時に行う臨時取締役会を監査役も出席のう

え開催し、「決議事項」「承認事項」の審議決定を行うとともに、業務執行状況の監督を

実施しております。

常務会は、経営に関する全般的方針及び重要事項を協議する機関として設置されてお

ります。

各部門には取締役または部署長が責任者として就任しており、各自が迅速に責任ある

判断ができるように権限委譲を行っております。

当社は、取締役及び監査役が本来なすべき職務の執行をより円滑に行うことができる

よう、会社法第426条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって、取締役（取締役で

あった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の同法第423条第１項の賠償

責任を法令の限度において免除することができる旨を定款で定めております。

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償

責任の限度額は、社外取締役は10百万円または法令が定める額のいずれか高い額、社外監

査役は５百万円または法令が定める額のいずれか高い額としております。なお、当該責任

限定が認められるのは、当該社外取締役または社外監査役が責任の原因となった職務の遂

行について善意かつ重大な過失がないときに限られます。

　　　　　　　また、当社は、監査役制度を採用しております。

　　　　　　　なお、当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。

 

②～⑥　<省略>
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